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韓 国 で は2000年 代 後 半 か ら「 力 量 基 盤 教 育 課 程
（competency-based curriculum）」をめぐる議論が活
発になり、国家カリキュラムの研究・開発を担当する
政府系シンクタンクである韓国教育課程評価院を中心
に研究や検討が進められてきた（イ・グァンウ、2009
年、３～４頁）。2015改訂教育課程の１つ前の教育課
程であり、2017年現在も初等学校第３学年以上に適用
されている2009改訂教育課程についても、特に高校段
階において核心的な能力の涵養が強く意識された内容
となっている（石川、2009年、218頁）。コンピテンシー
の概念を国家カリキュラムの基盤に据えようというこ
うした流れは、韓国の国家カリキュラムにみられるグ
ローバル化の影響の代表的なものといえる。
　以上から分かるように、韓国の国家カリキュラムに
は、目指すべき人間像や育成すべき資質・能力が非常
に簡潔かつ明瞭なかたちで示されており、総論全体を
通じ、「教育基本法に示された教育の理念・目的」→「そ
の理念・目的を達成するために教育課程において追求
する人間像と望ましい資質」→「そうした資質を備え
た人間像を実現するために学校教育において重点的に
育成すべき能力」といったように、教育目的から個々
の能力の育成に至るまで相互関連性を持たせつつ系統
的に記述されている。さらに、これら総論に対してい
わば「各論」に当たる各教科・教科外活動に関する教
育課程において、育成すべき能力を実際に涵養してい
くための内容や方法が具体的に記述されるという構成
になっている。
　このように韓国の国家カリキュラムに構成上の明快
さや系統性が強くみられる１つの要因として考えられ
るのが、国家カリキュラム策定に関する審議組織や審
議プロセスの影響である。韓国において教育課程の改
訂を審議する組織は、教育部（わが国の文部科学省に
相当）に設置される教育課程審議会であり、その委員
は教育部長官（わが国の文部科学大臣に相当）が直接
表３．韓国の国家カリキュラムに示された教育目的、人間像、育成すべき資質や能力
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委嘱することになっている。さらに同審議会には、教
科等および学校段階別に置かれる小委員会とは別に、
教育課程改訂における全体的な原則や目的の調整をお
こなう運営委員会が置かれることになっている（教育
課程審議会規定第２条）。教育課程の全体的な方向性
を定める際に重要な役割を果たすのはこの運営委員会
であるが、同委員会の委員長は教育部次官が務め、さ
らに２名の副委員長のうち１名は教育部教育課程政策
官が務めることが定められている（同規定第７条）。
このように韓国の場合、国家カリキュラム策定に関す
る審議プロセスに政府の意向が直接的に反映されやす
い審議組織となっていることが分かる。
　一方、わが国の学習指導要領の改訂においては、文
部科学省に設置される中央教育審議会初等中等教育分
科会教育課程部会での審議が重要なプロセスとなるが
（文部科学省「学習指導要領ができるまで」）、教育課
程部会の委員と、臨時委員および専門委員については
初等中等教育分科会長（同分科会委員の互選によって
選任される）が指名することになっており、教育課程
部会長は同部会委員の互選によって選任される（中央
教育審議会令第６条）。もちろんわが国の場合も、高
度な学識経験や専門性を持った委員を多数確保するこ
との難しさや、審議をスムーズに進めるために教育課
程部会とその上に位置する初等中等教育分科会との連
携を図る必要性があることなどから、実際には教育課
程部会の委員と初等中等教育分科会の委員にはかなり
の重複がみられる3。しかも、初等中等教育分科会の
委員と、臨時委員および専門委員については文部科学
大臣が指名することになっているため（中央教育審議
会令第５条）、実際の学習指導要領の改訂に関する審
議プロセスには、文部科学大臣の指名を受けた者が多
数参加していることになる。しかしながらその際もあ
くまでそれらの委員は、文部科学大臣の指名を受けた
初等中等教育分科会委員としてではなく、初等中等教
育分科会長の指名を受けた教育課程部会委員として審
議に参加することになる。こうした複雑な組織構成と
手続きについては、かえって実質的な審議プロセスを
みえにくいものにするといった批判もあるかも知れな
い。しかし韓国と比べた場合、国家カリキュラム策定
に関する審議プロセスにおいて政府からの一定の中立
性を担保するための法制的仕組みになっていると評価
することができよう。
　日韓両国とも国家カリキュラムの策定に当たっては
教育界を中心として多様な分野から委員を募って審議
をおこなうことになっているものの、韓国の場合は審
議組織と政府の間の組織階層の距離がわが国よりも近
く4、審議組織の委員を教育部長官が委嘱したり教育
部の高官が審議組織の重要ポストに就くことで、より
直接的なかたちで政府の意向が国家カリキュラムの策
定プロセスに反映されるような仕組みになっている
（逆にわが国の場合は、より多様なステークホルダー
の考えや主張が盛り込まれるような仕組みになってい
るといえる）。このことがよくもわるくも韓国の国家
カリキュラムの策定プロセスに一定の方向づけと一貫
性を持たせ、国家カリキュラムの構成を明快で系統性
のあるものとする１つの要因となっていると考えられ
る。
５．おわりに
　以上、韓国における初等教育段階の国家カリキュラ
ムの全体的な構成とそこに示された教育目的および目
指すべき人間像、育成すべき資質や能力について検討
してきた。その結果以下のことが明らかになった。
　第１に、全体構成については、各教科・教科外活動
等の内容に関するカリキュラムが学校段階ごとに作成
されている一方で、総論については初・中・高共通の
ものを１つだけ設けていた。そこからは、学校教育の
目的やカリキュラムが目指すべき全体的な方向性につ
いて、学校段階の区分を越えた共通性・一貫性を重視
する韓国の姿勢がうかがえた。なお、国家カリキュラ
ムが総則的な部分と各教科・教科外活動等に関する内
容から構成されている点に関してはわが国と類似して
おり、各教科・教科外活動等の構成についても教科名
等に若干の違いはあるもののやはりわが国との共通点
が多くみられた。一方で、韓国では学習の効率性を高
めるために学年群・教科群というユニークな制度が取
り入れられており、学年・教科の枠組みの大綱化が進
んでいた。また、英語科や道徳科についてはわが国よ
りも早い時期に教科化され、その後現在まで正式な教
科として位置づけられていた。
　第２に、教育目的については、個人の人格の完成お
よび社会の構成員として必要な資質・能力の涵養を通
じた国民形成が目指されていた。こうした特徴はわが
国と通じるところであるが、韓国の場合、教育の根本
理念である「弘益人間」の思想に基づいて人類の共栄
に対する貢献にまで言及されている点が異なってい
た。
　第３に、目指すべき人間像と育成すべき資質や能力
については非常に簡潔かつ明瞭なかたちで示されてお
り、総論全体において「教育目的→目指すべき人間像
および望ましい資質→育成すべき能力」といったよう
に、教育目的から個々の能力の育成に至るまで相互関
連性を持たせつつ系統的に記述されていた。また、こ
のような構成上の明快さや系統性がみられる一因とし
― 25 ―
韓国における国家カリキュラムの構成と教育目的
て、国家カリキュラムの策定プロセスに政府の意向が
より直接的に反映されるような審議組織に関する仕組
みが存在することを指摘した。
　第４に、教育課程に示された６つの育成すべき能力
には、OECDの提唱するキー・コンピテンシーの概念
の影響がみられた。これは、グローバル化が韓国の国
家カリキュラムに影響を与えていることを指し示す代
表的な事例といえた。
　なお本稿では取り組むことができなかったが、韓国
の国家カリキュラムに示されたカリキュラム編成・運
営に関する基準や方針、各教科・教科外活動の目標や
内容などについても今後検討を進めていきたい。
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注
１ 　もともと創意的体験活動は、2007改訂教育課程ま
で存在していた「裁量活動」と「特別活動」を統合・
再編し、2009改訂教育課程において新設されたもの
である。その趣旨は、多様な体験的学習活動をひと
まとめにすることで、各学校の裁量でこれらを柔軟
に運営できるようにする点にあった。なお創意的体
験活動に統合された裁量活動には、教科に関する深
化・補充学習をおこなう「教科裁量活動」と、学校
ごとの特性や児童・生徒のニーズに応じて教科横断
的な学習と自己主導的学習をおこなう「創意的裁量
活動」の2種類が存在しており、後者はその目標が
わが国の総合的な学習の時間とよく似ていた。もち
ろん創意的体験活動はかつての裁量活動と特別活動
を単純に足し合わせたものではないが、創意的体験
活動の中にわが国の総合的な学習の時間や特別活動
に相当する内容が含まれている背景には、こうした
教育課程改訂の経緯も存在している。
２ 　ただし韓国における道徳科の教科化の背景には、
深刻な南北対立という1970年代当時の国際情勢が
あったことに留意する必要がある。当時の韓国では、
愛国心や反共意識の涵養のために道徳の教科化が急
がれた面がある。たとえば当時の道徳科の目標の中
には、「輝ける民族文化を創造した祖先の精神を手
本として、わが国の発展と世界平和に貢献しようと
する愛国心に厚い韓国人を育てる」や「民主主義の
優越性と共産主義の誤りを知り、国土統一を平和的
になしとげようとする心と態度を育てる」といった
文言が含まれている（国家教育課程情報センタ 「ーわ
が国の教育課程」）。
３ 　たとえば、2016年４月の教育課程部会委員８名の
うち、６名までが2016年２月の初等中等教育分科会
委員であった。同様に臨時委員にも多くの重複がみ
られる（文部科学省「教育課程部会委員名簿（平成
28年４月）」、文部科学省「初等中等教育分科会委員
名簿（平成28年２月）」）。
４ 　わが国の場合、「文部科学省→中央教育審議会→
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初等中等教育分科会→教育課程部会」という組織階
層になっているが、韓国の場合、「教育部→教育課
程審議会」という組織階層になっている。
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